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4．感染症発生時の対応  

 

発生時の対応として、次のことを行います。 

 

①「発生状況の把握」 

②「感染拡大の防止」 

③「医療処置」 

④「行政への報告」 

⑤「関係機関との連携」           

 

発生時の対応については、付録 1①の「社会福祉施設等における感染症等

発生時に係る報告について」を参照してください。☞ 69ページ 

 

図 4 感染症発生時の対応フロー 
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1) 施設における感染症の発生状況の把握と対応 

感染症または食中毒が発生した場合や、それが疑われる状況が生じた場合

には、有症者の状況やそれぞれに講じた措置等を記録しておきます。 

 

⚫ 入所者と職員の健康状態（症状の有無）を、発生した日時や階（ある
いはユニット）および居室ごとにまとめます。 

⚫ 受診状況と診断名、検査、治療の内容を記録しておきます。 

 

(1) 介護職員等の対応 

職員が入所者の健康管理上、感染症や食中毒を疑ったときは、介護職員等

は、看護職員と連携して施設で策定した感染対策マニュアルに従い、速やか

に感染対策担当者に状況を共有するとともに、感染対策担当者は施設長に情

報共有します。このような事態が発生した場合に、速やかに情報共有できる

よう、事前に体制を整えておくとともに、日頃から訓練をしておく必要があ

ります。 

(2) 施設長の対応 

施設長は、医師に対して診断に必要な検査や治療等を実施するよう依頼す

るとともに、医師や感染対策担当者から受けた報告を総合的に判断し、感染

拡大の防止に必要な対策や必要な情報の報告等、職員に必要な指示を行いま

す。感染症や食中毒の発生状況が一定の条件を満たした場合は、施設長は行

政に報告するとともに（→「4. 3）行政への報告」）、関係機関と連携をとり

ます（→「4. 4）関係機関との連携」）。医師への報告用紙書式については、

付録 4③の書式の例も参考にしてください。☞ 85ページ 

(3) 医師の対応 

医師は、感染拡大の防止のための指示や施設長への状況報告と同時に、感

染者の重篤化を防ぐために必要な医療処置を行います。施設内での対応が困

難な場合は、協力病院をはじめとする地域の医療機関等へ感染者を移送しま

す。 
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2) 感染拡大の防止 

(1) 介護職員の対応 

感染症もしくは食中毒が発生したとき、または発生が疑われる状況が生じ

たときは、感染拡大を防止するため速やかに対応します。 

 

⚫ 発生時は、衛生学的手洗いや嘔吐物、排泄物等の適切な処理を徹底し
ます。職員を媒介して、感染を拡大させることのないよう、特に注意

を払います。 

⚫ 入所者にも手洗いをするよう促します。 

⚫ 自分自身の健康管理を徹底します。健康状態によっては休業すること
も検討します。 

⚫ 医師や看護職員の指示を仰ぎ、必要に応じて施設内の消毒を行います。 
⚫ 医師等の指示により、必要に応じて、感染した入所者の隔離等を行い
ます。 

⚫ 詳細な対策については、「5．個別の感染対策」の関連項目を参照して

ください。 

 

(2) 医師および看護職員の対応 

感染症もしくは食中毒が発生したときや、それが疑われる状況が生じたと

きは、医師は、診察の結果、感染症や食中毒の特徴に応じた感染拡大防止策

を看護職員等に指示します。指示を受けた看護職員は症状に応じたケアを実

施するとともに、介護職員等に対し、ケアや消毒等の衛生管理について指示

をします。 

感染症の病原体で汚染された機械や器具、環境の消毒は、病原体の特徴に

応じて適切かつ迅速に行い、汚染拡散を防止します。消毒薬は、対象病原体

を考慮した適切な消毒薬を選択する必要があります。 

医師は、感染症のまん延防止の観点から、来訪者に対して入所者との接触

を制限する必要性を判断し、制限する必要があると判断した場合は、施設長

に状況を報告します。 

施設長の指示により、来訪者に対して入所者との接触を制限する場合は、

看護職員等は介護職員や来訪者等に状況を説明するとともに、必要に応じて、

介護職員や入所者等に対して手洗いの励行についての衛生教育を行います。 
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(3) 施設長の対応 

施設長は、医師の診断結果や看護職員・介護職員からの報告による情報等

により、施設全体の感染症発生状況を把握します。協力病院や保健所に相談

し、技術的な応援を頼んだり、助言をもらいます。 

また、職員等に対し、自己の健康管理を徹底するよう指示するとともに、

職員や来訪者等の健康状態によっては、入所者との接触を制限する等、必要

な指示をします。 
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3) 行政への報告 

(1) 施設長の対応 

施設長は、次のような場合、迅速に、市町村等の高齢者施設主管部局に  

報告します。あわせて、保健所にも報告し対応の指示を求めます。 

 

（付録 1「社会福祉施設等における感染症等発生時に係る報告について」 

第 4項 参照 ☞ 69ページ） 

 

a. 報告が必要な場合 

ア 同一の感染症や食中毒による、またはそれらが疑われる死亡者や

重篤患者が 1週間以内に 2名以上発生した場合 

イ 同一の感染症や食中毒の患者、またはそれらが疑われる者が 10名

以上又は全利用者の半数以上発生した場合 

ウ 上記以外の場合であっても、通常の発生動向を上回る感染症等の

発生が疑われ、特に施設長が報告を必要と認めた場合 

 

b. 報告する内容 

⚫ 感染症又は食中毒が疑われる入所者の人数 

⚫ 感染症又は食中毒が疑われる症状 

⚫ 上記の入所者への対応や施設における対応状況 等 

 

c. 報告の書式 

市町村等の高齢者施設主管部局への報告については、各市町村指定の

報告書用紙書式にしたがってください。 

 

(2) 医師の対応 

医師は、感染症法又は食品衛生法の届出基準に該当する患者又はその疑い

のある者を診断した場合には、これらの法律に基づき保健所等への届出を行

う必要があります。 

これらの感染症を診断した場合は、市町村等の高齢者施設主管部局への報

告とは別に、保健所等へ届出を行う必要があります。 

（付録 1「社会福祉施設等における感染症等発生時に係る報告について」

第 9項 参照 ☞ 69ページ） 
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4) 関係機関との連携等 

状況に応じて、次のような関係機関に報告し、対応を相談し、指示を仰ぐ

等、緊密に連携をとります。 

日頃から、保健所や協力医療機関、都道府県担当局等と連携体制を構築し

ておくことが重要です。 

⚫ 医師（嘱託医）、協力医療機関の医師 

⚫ 保健所 

⚫ 地域の中核病院のインフェクションコントロールドクター(ICD) 

⚫ 感染管理認定看護師(ICN) 

 

そのほか、次のような情報提供も重要です。 

⚫ 職員への周知 

⚫ 家族への情報提供 

 

 

【関係機関との連携における工夫例】                   

⚫ 地域の医療機関に協力を依頼する際には、施設長が窓口となって行うと
協力関係が築きやすい場合もあります。 

⚫ 医師との連携は、電話や対面での相談に加えて、メールで感染症の発生
状況について情報共有を行うことも有用です。 


